
整理番号
■　総合計画（後期基本計画）

１　関連する個別計画

２　施策目的

３　目標値など

（H17） （H20）

NPO法人の設立件数 4法人 H16 14法人 H20 23法人 H25 30法人 H26

市民力活性化推進プロジェクト事業補助金応募団体数新規 － 14団体 H20 61団体 H25 40団体 H26

なし

# 45 # # # # # # # # # # # # #

４　構成事務事業・評価結果一覧

1　市民活動の促進 1

2

3

2　広報広聴の充実 1

2

3　情報公開の推進 1

1

2

1

2

3

4

1

1

2

５．歳出抑制の考え方について

A 拡大

総合
計画

めざす目標

公益活動の新たな担い手を育成します

年度 年度
計画策定時

直近年度実績値

数値 説明
事業
種別

対象
実施
手法

関与必要性

事務事業の概要 施策評価結果

H26予算額 根拠
法令

財政
負担

単独
事業

今後の
方向性

A
現状維

持

S
現状維

持

B
現状維

持

施策評価調書（内部評価結果）
24

目標

年度 年度 （現状） 年度 （H26） 年度
指標名

総合計画作成時 後期基本計画作成時 直近年度実績値

目標
年度 （現状）

政策名 Ⅴ パートナーシップ都市 所管部局 所管部局長の氏名

市民部 石嶋 政博

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間 備考

施策名 ② 協働と共創のまちづくりの推進
秘書広報広聴課 渡邉 歩

企画総務部 木村 嘉充

優先
順位

現状においてどのような問題や課題があって
（何のために）

『何を対象に』、『どのようなことを行うことで（又は
どのような手段で）』

どのような状態にしたいのか 関連する施策方針

なし

1
地方分権時代となった今、まちづくりには、主役で
ある市民の力が求められている。

市民、自治組織、企業、NPO、ボランティア組織な
ど多様な主体と行政が力を合わせ、知恵を出し合
い問題を解決していく環境を整備する。

市民の自主的・自発的な公益活動がさらに活発
化し、活力ある住みよいまちを築く。

1 市民活動の促進

4 組織間のネットワークの形成

6 協働と共創の仕組みづくり

2 庁舎から遠距離の地域があることから、
郵便局との協働と共創によって、行政サービスの
拡大として郵便局窓口で書証明書の発行を行い

庁舎から遠方地域への市民の利便性を図る。 6 協働と共創の仕組みづくり

3 市政に対する住民の理解と信頼を深めるため 市の保有する情報の公開を図り
市民参加による公正で開かれた市政の推進を目
指す。

3 情報公開の推進

4
市民が市政情報を得たり、意見を言える機会を確
保するため

広報紙等の発行、ホームページ・フェイスブック・
防災行政無線等の活用、市長の地域づくり出前
座談会等の実施を図り

市民との情報共有、市民の市政参加の促進を図
る。

2 広報広聴の充実

6
豊かな自然環境を活用した観光振興や地域の共
命を図るともに地域を活性化するため、

市内（旧町単位）の2級河川の核となる箇所に花
が咲く木や花を植樹・植栽するとともに、市内全域
に裾野を広げていくような花いっぱいの運動を展
開し、

市内一体を花いっぱいにしていく。 1 市民活動の促進

5
様々な地域課題に対して、市民が主体となって解
決していくため

コミュニティビジネスの創出及びその事業活動を
応援することにより

過疎化の歯止めと定住促進に貢献し、地域の振
興と活性化を持続的に図っていく。

5 コミュニティビジネスの育成・支援

個別
計画

個別計画名称 指標名 説明・備考

（一般財源）

事務事業 H25決算額施策方針

予算額（単位：千円）

事業内容（実績） 担当課
施策
目的

施 策
貢献度

花いっぱい運動推進事業
A 拡大

花いっぱい運動の推進と市民の気運醸成のため、検討会・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを開催 (1,761)
サー
ビス

市民 直 3 個性魅力 6
企画政策課 248          4,381       市規

定
単費 ○

無作為抽出型公募登録事業
A

現状維
持審議会等の市民委員の公募を、無作為に抽出した市民（18歳以上、3,200人）への照会と一般公募により実施 -

サー
ビス

市民 直 3 個性魅力 3
企画政策課 302          -             

なし 単費 ○

花いっぱい運動推進事業【明許繰越】
A 拡大

協働による花いっぱい運動を推進するため、河川沿いの堤防等に木や花を植樹・植栽する植栽計画を作成 -
サー
ビス

市民 委 3 個性魅力 6
企画政策課 498          -             市規

定
単費 ○

広報広聴事業
S

現状維
持市政情報の提供・共有等のため広報紙を発行、ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送等を活用 (33,253)

サー
ビス

市民 直・委・負 6
生命財産
権利保護

4
秘書広報広聴課 22,412     35,811     

なし 単費 ○

市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運用管理事業
S

現状維
持ホームページなどを活用して、市政情報や地域情報などを市内外へ発信 (4,673)

サー
ビス

市民 直・委 3 個性魅力 4
秘書広報広聴課 1,271       5,094       

なし 単費 ○

情報公開･個人情報事務
A

現状維
持情報公開請求に対して適切な対応(公開請求件数1,656件)及び個人情報の保護 (265)

サー
ビス

他 直 6
生命財産
権利保護

3
総務課 82           265          国規

定
単費 ○

水と緑の里･ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ支援条例等検討事業5　コミュニティビジネ
スの育成・支援

S
終了・
廃止検討会を開催(3回)し、京丹後市型の条例の制定とコミュ二ティビジネス支援について検討 -

サー
ビス

他 直 3 個性魅力 5
企画政策課 133          -             市規

定
単費 ○

ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ応援事業

ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽに新たに取り組む地域活動団体に対し補助金交付 (6,329)
平成26年度新規事業

企画政策課 -             11,329     

域学連携地域活力創出事業6　協働と共創の仕
組みづくり 京都府内外の5大学と連携し、市内5地域における政策提言等を実施 (16,860)

サー
ビス

市民 補 3 個性魅力 1
企画政策課 20,000     16,860     

なし 他 含む

郵便局ｻｰﾋﾞｽ事業

郵便局と連携し、4郵便局(木津、中浜、野間、野中)窓口で証明書交付(交付件数530件) -
サー
ビス

市民 直・委 4
民間補完
福祉増進

2
市民課 678          685          国規

定
単費 ○

団体 補 2
特定サー

ビス
1

市民協働課 3,529       4,000       市規
定

単費 ○
地域の活力向上や課題解決を目的とした事業に取り組む団体へ補助金を交付(16団体) (1,000)

サー
ビス

市民力活性化推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業補助金

市民参画と協働のまちづくりを推進するための事務経費等 (26)
内部
管理

－ － － － 1
市民協働課 4             26           

なし 単費 ○
地域振興一般経費

施策における歳出抑
制の考え方

No.
歳出抑制の考え方

（平成27～29年度までの3か年で取り組む歳出抑制）

市制10周年を迎え、「北近畿新時代に向けた市民全員参加のまちづくり」をｺﾝｾﾌﾟﾄに各種記念事業を実施する。 (3,317)
平成26年度新規事業

企画政策課 -             13,317     

一般財源抑制見込額
（単位：千円）

補完・代替措置などがある場合は、その内容

1 なし

計
49,157     91,768     

(67,484)

4　組織間のネット
ワークの形成

京丹後市制10周年記念事業施策方針への位置
付けが困難な事業

ＡＣＴ 

ＤＯ ＣＨＥＣＫ 

ＰＬＡＮ 

- 1 -
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Ⅴ ②

① ②

　「花いっぱい運動推進検討会」（10団体）を開催（3回）し、河川沿いや

市域一体における花いっぱい運動の推進を検討するとともに、花いっぱい運動を実施

している活動団体を対象としたワークショップを開催し、情報交換やネットワークづ

くりを進めた。

○報償費

　・花いっぱい運動アドバイザー等（ワークショップ、検討会）

（14,000円×1人×5回）

○費用弁償

　・花いっぱい運動アドバイザー等

248千円 251千円 3千円 98.8 % 328千円

細 事 業 名 花いっぱい運動推進事業 決算書 Ｐ.90

(②－①) 執 行 率 （参考）当初予算額決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 14花いっぱい運動推進事業

事 業 所 管 課 企画総務部／企画政策課

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

目
的

　京丹後市の豊かな自然環境を活用し、河川沿いに木や花を植樹・植栽し、市民とともに花
いっぱい運動を推進していく。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

70千円

評
価
・
課
題
等

○竹野川沿い国道482号線及び府道網野岩滝線への植栽について、京都府地域主導型公共事業
の採択を受け、府・市・地域の協働による植栽・管理の枠組みが整った。
○花いっぱい運動活動団体による、ネットワークを立上げることができた。
○継続的な取組となるよう、花いっぱい運動の活動団体を増やしていく必要がある。

164千円
主
な
財
源

諸収入

70千円

178千円

178千円

地域づくりｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業助成金

- 2 -
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Ⅴ ②

① ②

○委託料

　・植栽計画作成業務委託料

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 14花いっぱい運動推進事業

（参考）繰越予算額

細 事 業 名 花いっぱい運動推進事業（繰越） 決算書 Ｐ.90

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

498千円 566千円 68千円 87.9 % 566千円

目
的

　京丹後市の豊かな自然環境を活用し、河川沿いに木や花を植樹・植栽し、市民とともに花
いっぱい運動を推進していく。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

花いっぱい運動推進事業に係る植栽計画を作成した。

498千円

498千円

　府地域主導型公共事業に申請し、竹野川沿い国道482号への植栽事業の採択を受
けた。（平成25年10月）

評
価
・
課
題
等

○竹野川沿い国道482号への植栽について、京都府地域主導型公共事業の採択を受け、府・
市・地域の協働による植栽・管理の枠組みが整った。
○継続的な取組となるよう、花いっぱい運動の活動団体を増やしていく必要がある。

事 業 所 管 課 企画総務部／企画政策課

主
な
財
源

- 3 -
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Ⅴ ②

① ②

〇調査用郵送代（3,200通）

○返送用郵送代（88通）

○返送用封筒印刷代（3,200通）

○返送用封筒宛名ラベル代（200枚）

（参考）公募登録者の就任先審議会等

・京丹後市行財政改革推進委員会（3人）

・京丹後市総合計画審議会（2人）

・京丹後健康と福祉のまちづくり審議会（1人）

・京丹後市駅の愛称選定委員会（2人）

評
価
・
課
題
等

○72人から審議会等委員候補者名簿への登録希望があり、8人が審議会等の委員に就任した。
（平成26年３月31日現在）
○さらに審議会等への市民参加の機会確保に努める必要がある。

事 業 所 管 課 企画総務部／企画政策課

主
な
財
源

目
的

　審議会等の市民委員を公募し、これまで市政に参加する機会の少なかった市民からも広く
意見を伺い、各施策に反映させることを目的とする。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　無作為に抽出した18歳以上の市民3,200人を対象に、審議会等の市民委員候補者登録名
簿への登録希望を照会するとともに、無作為抽出者以外の市民に対する機会の公平性を確保
するため一般公募もあわせて行い、原則として当該名簿の中から審議会等の市民委員を選任
する。（名簿有効期間：平成25年9月１日～平成27年8月31日）

276千円

8千円

11千円

7千円

302千円 393千円 91千円 76.8 % 0千円

執 行 率

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

（参考）当初予算額決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①)

細 事 業 名 無作為抽出型公募登録事業 決算書 Ｐ.90

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 15無作為抽出型公募登録事業

- 4 -
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Ⅴ ②

① ②

○広報クイズ当選者賞品（図書カードﾞ500円分×5人×12か月分） 30千円

○広報基礎セミナーほか旅費 65千円

○参考図書・事務消耗品代、カメラレンズ修理代ほか 95千円

○広報紙等印刷製本代 16,756千円

広報きょうたんご（21,700部、平均27頁、12回） 7,874千円

きょうたんごおしらせ版（21,300部、平均12頁、24回） 5,146千円

くらしの支援ガイド（22,300部､フルカラー､80頁） 2,458千円

京丹後市白書「25年度版」（760部） 1,273千円

シール代ほか 5千円

○広報紙発送料、新聞広告掲載料 288千円

○京丹後コミュニティ放送（FMたんご）への市政情報放送委託料 5,003千円

○フォント使用料ほか 141千円

○広報関係団体負担金（日本広報協会、京都府広報協議会） 34千円

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 03広報費 01広報広聴事業

（参考）当初予算額

細 事 業 名 広報広聴事業 決算書 Ｐ.78

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

22,412千円 22,431千円 19千円 99.9 % 23,580千円

目
的

　広報紙等の発行、コミュニティ放送等の活用による広報活動により、市民との市政情報の
共有、市民の市政参加の促進を図る。広聴活動により市民の意見等の市政への反映を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

府補 未来づくり交付金（京丹後ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送委託事業） 2,500千円

諸収入 広報郵送料負担金 56千円

　広報事業では、広報紙及びおしらせ版の発行、防災行政無線及びコミュニティFM等を活
用した市政情報の提供を積極的に行った。また子育てや福祉等の支援制度等をまとめた「く
らしの支援ガイド」、市の施策の成果等をまとめた「京丹後市白書」を充実させ発行した。
さらに12月から動画共有サイト（ユーチューブ）上にイベント等の様子を配信し、広報業
務の一層の充実を図った。
　広聴事業では、地域を対象とする「市長の地域づくり出前座談会（地域主権型）」を、弥
栄・久美浜・峰山・網野・大宮の5会場で実施（出席者計75人）、また各種団体を対象とす
る「市長のまちづくり夢座談会」を2グループ（出席者計25人）と実施し、将来の地域・ま
ちづくりに関する意見交換を行った。「わたしの提案・意見箱（ご意見箱）」には245件の
意見等が寄せられ、市民からの意見等を反映した市政の推進に努めた。出前講座を287回開
催し、市の施策や制度について周知を図った。

事 業 所 管 課 秘書広報広聴課

諸収入 京丹後市白書販売収入 39千円

評
価
・
課
題
等

○広報紙及びおしらせ版の発行、また防災行政無線及びコミュニティFM等を活用し、市民に市
政情報を提供することにより、市政情報の共有、市民の市政参加の促進が図られた。また「くら
しの支援ガイド」「京丹後市白書」の充実、動画共有サイトへの情報配信により、市政情報等の
提供について一層の充実が図られた。
○わたしの提案・意見箱（ご意見箱）の設置、市長のまちづくり夢座談会などにより、市民参加
のまちづくりを推進。また、出前講座の開催により、行政施策や制度の周知が図られた。

- 5 -



01

Ⅴ ②

① ②

○旅費

・ホームページ活用研修

○需用費

・ホームページ参考図書、映像記録メディア

○委託料

・ホームページコンテンツ管理システム年間保守

・広報紙等デジタルブック変換業務

・ホームページシステム改修業務

○使用料及び賃借料

・音声読み上げ機能ソフト年間使用料

ページ内の文字情報などを音声変換し読み上げるソフトウェア

・Web自動翻訳サービス使用料

ホームページの翻訳機能（英語・中国語・韓国語）

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 08情報化推進費 03市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運用管理事業

（参考）当初予算額

細 事 業 名 市ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運用管理事業 決算書 Ｐ.92

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

1,271千円 1,295千円 24千円 98.1 % 1,399千円

目
的

　ホームページやプラズマディスプレイなどメディア媒体を利用して、市政情報や地域情報
などを市内外へ発信する。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

13千円

520千円

720千円

18千円

189千円

331千円

189千円

111千円

420千円

事 業 所 管 課 秘書広報広聴課

評
価
・
課
題
等

○ホームページに英語、中国語、韓国語の翻訳機能や音声読み上げ機能を付け、より多くの方に
情報を伝える環境を整えることができた。
○ホームページコンテンツ管理システムを利用し、ホームページ管理課によるアクセシビリティ
（高齢者、障害者に対するホームページ設計基準が満たされているか）等のチェックが図れた。
○機器管理について、ホームページ運用の軸となるハード機器の耐用年数が迫っているため、機
器更新を検討していく必要がある。
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01

Ⅴ ②

① ②

○情報公開・個人情報事務

・書籍購入、追録等

・事務消耗品等

（１）公開請求及び公開請求に対する決定状況

（２）異議申立ての状況

（３）情報公開・個人情報保護審査会の開催

評
価
・
課
題
等

　インターネットを利用した情報公開電子申請システムの運用により、請求者の手続及び費用の
負担軽減したことで利便性が向上し、開かれた市政の推進を図ることができている。

事 業 所 管 課 企画総務部／総務課

主
な
財
源

0件

0回

　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

82千円

71千円

11千円

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 02文書費 02情報公開･個人情報事務

細 事 業 名 情報公開･個人情報事務 決算書 Ｐ.78

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

目
的

（参考）当初予算額

82千円 108千円 26千円 75.9 % 267千円
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01

Ⅴ ②

① ②

　コミュニティビジネスの手法を活用した支援条例や支援施策などを調査研究する

ため、学識経験者や関係団体、市の関係課で組織する検討会を開催し、条例の制定

及びコミュニティビジネス支援方策の検討を行った。

○水と緑の里・コミュニティビジネス支援条例検討会　　委員17人

　・委員謝金（学識経験者　3回）

　・委員費用弁償（学識経験者　3回）

　・職員旅費（委員との事前協議）

○関係団体（70団体）へのアンケート

　・通信運搬費

　※自治区、NPO法人、商店街、任意団体等にアンケートを実施

パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

（参考）当初予算額

133千円 134千円 1千円 99.2 % 623千円

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①)

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 12水と緑の里･ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ支援条例等検討事業

目
的

　コミュニティビジネスを推進するための支援策などを調査研究することで、条例の制定及
びコミュニティビジネス支援方策を検討し、地域及び集落の活性化を図る。

執 行 率

細 事 業 名 水と緑の里･ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ支援条例等検討事業 決算書 Ｐ.88

総 合 計 画 基本方針

6千円

事 業 所 管 課 企画総務部／企画政策課

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

127千円

56千円

6千円

60千円

11千円

評
価
・
課
題
等

○検討会の検討結果を基に、コミュニティビジネス支援制度の内容を検討し、京丹後市コミュニ
ティビジネス応援条例（平成26年3月31日公布、4月１日施行）を制定することができた。
○本条例に基づき、コミュニティビジネスの創業を推進していく必要がある。

主
な
財
源
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01

Ⅴ ②

① ②

〇域学連携地域活力創出モデル実証事業実行委員会補助金　  　 　20,000千円

　　※京丹後市「域学連携」夢まち創り実行委員会：7団体

　　龍谷大学、高崎経済大学、法政大学院、相愛大学、同志社大学

　　（一財）地域公共人材開発機構、京丹後市

・第1クール（平成25年5月～8月）

地域資源、課題の把握のための合宿調査を実施

・第2クール（平成25年8月～11月）

地域課題の確認及びプロジェクトを通じての実践的学習を実施

・第3クール（平成25年12月～平成26年2月）

中間発表会及び最終報告会を実施

細 事 業 名 域学連携地域活力創出事業 決算書 Ｐ.98

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

（参考）当初予算額

20,000千円 20,000千円 0千円 100.0 %

執 行 率

0千円

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①)

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 10地域振興費 11域学連携地域活力創出事業

目
的

　京都府内外の5大学が京丹後市と連携し、地域の課題解決のための方策を大学と地域がと
もに検討し、課題解決や地域の活性化、学生教育や継続的な大学連携につなげる。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　地域課題解決及び地域活性化のため、京都府内外の5大学（龍谷大学、高崎経済大学、法
政大学院、相愛大学及び同志社大学）が市内5地域（網野、大宮、峰山、久美浜及び弥栄）
に入り、地域課題把握のための合宿調査、地元住民との意見交換、課題解決のための政策立
案、政策発表会における発表等を行った。

主
な
財
源

諸収入 域学連携地域活力創出ﾓﾃﾞﾙ実証事業交付金（10/10） 20,000千円

事 業 所 管 課 企画総務部／企画政策課

評
価
・
課
題
等

　地域の課題解決のための方策を大学と地域がともに検討し、市内5地域における政策提言と、
実践活動を通じた大学教育が行われた。
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01

Ⅴ ②

① ②

○需用費 千円

・消耗品費（コピー代）、光熱水費（ファックス電気代）

○役務費 千円

・通信運搬費（ファックス通信費、郵送料）ほか

○委託料 千円

・証明書発行事務委託料（4郵便局事務取扱手数料）

○使用料及び賃借料 千円

・ファックス借上料（郵便局4台、市民課1台）

〈利用者人数、交付件数等〉 （単位：人、件）

〈郵便局別各種証明書交付件数〉（平成25年度） （単位：件）

戸籍謄本・抄本

住民票謄・抄本・附票

印鑑証明書

所得、納税証明書

合　　計 277 169 75 9

2 5 0 0 7

36 4

5 292

530

（参考）当初予算額

678千円 689千円 11千円 98.4 % 689千円

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

目
的

　市役所から遠距離の地域の市民に身近な場所で利便性の高い行政サービスを提供するた
め、郵便局と市役所が連携し、各種証明書等の交付事務を実施する。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

179 78 30

　利便性の高い行政サービスを提供するため、「地方公共団体の特定の事務の郵便局におけ
る取扱いに関する法律」に基づいて、市役所（市民課、税務課）と4郵便局（丹後木津(網野
町)、中浜(丹後町)、野間(弥栄町)、野中(久美浜町)）が連携し、郵便局窓口で戸籍謄抄本、
住民票の写し、印鑑証明及び納税証明の交付事務を行った。

66

408

71

133

530

35

83

9

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

Ｐ.110

予 算 科 目 02総務費 03戸籍住民基本台帳費 01戸籍住民基本台帳費 04郵便局ｻｰﾋﾞｽ事業

細 事 業 名 郵便局ｻｰﾋﾞｽ事業 決算書

34.9

交付件数 月平均人数 月平均交付件数

453 620 37.8 51.7

利用者人数

平成24年度

平成25年度 419

事 業 所 管 課 市民部／市民課

評
価
・
課
題
等

　市役所から遠距離であっても、身近な郵便局でサービスが受けられることで、公平な行政サー
ビスの提供につながっている。平成27年度以降のマイナンバー制度導入による同様の行政サー
ビスの手法について検討を進めることも必要である。

主
な
財
源

手数料

手数料 住民基本台帳等手数料 231千円

44.2

 丹後木津 中浜 野間 野中

印鑑登録証明等手数料 346千円

合計

0

196

13 13

73
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Ⅴ ②

① ②

○市民力活性化推進プロジェクト事業補助金

（単位：千円）

合　　　計　　16団体 3,529

“市民力”を活かしたまちづくりを進めるため、地域の活力向上や課題解決を目的
に取り組みを行う団体に補助金を交付した。

3,529千円

活動の種類

地域福祉

青少年健全育成

産業経済振興

ｽﾎﾟｰﾂ・芸術振興

伝統文化継承

東日本大震災支援

みどりの会 464

31

100

329

野間連合区

500

341

丹波の文化を伝承する会

ゆるボラ丹後の会

NPO法人音楽のまちづくり

食と健康

3,529千円 3,626千円 97千円 97.3 % 7,000千円

執 行 率

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

（参考）当初予算額決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①)

決算書 Ｐ.96

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 10地域振興費 02地域にぎわい活性化事業

細 事 業 名 市民力活性化推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業補助金

目
的

　地域の活力向上や課題解決に向けた取り組みを行う団体の活動支援を行い、市民、団体及
び行政の適切な役割分担と連携による地域の持続的な発展を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

繰入金 地域振興基金繰入金 3,112千円

茜色の祭実行委員会

ベンチャーアミノ21

久美浜まるごとプロデュース協議会

丹後スポーツ障害事業実行委員会

丹後読み聞かせ実行委員会

補助金額

二箇区「月の輪田」保存会

393

41

団体名

みんなで小西川に人集う小径をつくろう協議会

京丹後市アマチュア無線災害ボランティア

66

360

216

久美浜一区自治振興会

芋野郷　赤米保存会

111

111

66

111

289

評
価
・
課
題
等

○市民活動団体などが実施する地域の活力向上や課題解決などの取り組みに対して補助を行うこ
とで、団体及び行政の適切な役割分担と連携による地域の持続的な発展の一助とすることができ
た。
○事業への申請数が増加の傾向にあり、限られた予算の中で採択件数を増加させるために、京都
府地域力再生プロジェクト支援事業交付金との併用申請を可能とし、補助率及び補助限度額等を
改正し補助金の抑制を図った。

事 業 所 管 課 市民部／市民協働課
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Ⅴ ②

① ②

○職員旅費

　・京都府合併団体連絡会議旅費（福知山市）

○需用費

　・参考図書、事務用品代

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 10地域振興費 50地域振興一般経費

（参考）当初予算額

細 事 業 名 地域振興一般経費 決算書 Ｐ.98

総 合 計 画 基本方針 パートナーシップ都市 計画項目 協働と共創のまちづくりの推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

4千円 26千円 22千円 15.3 % 26千円

目
的

　市民参画と協働のまちづくりを推進するための事務経費等

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

主
な
財
源

2千円

2千円

事 業 所 管 課 市民部／市民協働課

評
価
・
課
題
等

　京都府総務部自治振興課主催による合併市町村連絡会議に出席し、合併市町の現況などについ
て意見交流を行い、各自治体における地域振興対策や課題について情報共有が図れた。
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